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研究成果の概要（和文）：セミパラメトリックなモデルを用いて差の差に基づく政策効果の測定方法の開発を行
った。セミパラメトリックモデルとしては部分線形モデルを考えた。どのような仮定のもとで政策効果を正しく
測定（識別）できるのかを明らかにした上で、データから政策効果を測定する（推定）方法を提案した。推定方
法としてはカーネル法を用いた方法とスプライン法を用いた方法を提案した。提案された推定量の漸近的な性質
の導出も行った。また、統計的推測のために漸近理論に基づく方法とブートストラップに基づく方法の理論の開
発を行った。提案された方法を2011年の東日本大震災後の節電要請が電力需要に与えた政策効果の分析を行っ
た。

研究成果の概要（英文）：We consider a problem of policy evaluation based on semiparametric 
difference-in-differences approaches. The semiparametric approaches exploit partially linear models.
 We discuss the identification conditions of the policy effect and propose two estimators. One 
estimator is based on the kernel method and the other on the Spline method. The asymptotic 
properties of the proposed estimators are developed. We also propose procedures for statistical 
inference based on the asymptotic properties and the bootstrap method. Then we apply the proposed 
approach to estimate the effect of energy conservation appeal to electricity demand after the 
earthquake in 2011.

研究分野：計量経済学
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  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、既存の方法では政策効果の測定が難しい状況において用いることができる政策効果の方法を提案し
た。提案された政策効果の測定の方法は、現実に生じる様々な状況への適用が可能であり、経済分析の可能性を
広げるものである。また、提案された推定量に関する識別、推定、統計的推測に関する計量経済学の理論は新た
な知見を提供している。また提案された方法を用いて行った2011年の東日本大震災後の節電要請の電力需要へ政
策効果の分析は、実験や請求書のデータに基づいて行われていた研究に新たな視点を提供している。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 
政策評価の分析とは、例えば「職業訓練によって失業者の雇用確率がどの程度上がるのか」
のようにある政策の因果的な影響の大きさを測定することである。政策を評価するための
計量経済学的な手法として差の差に基づく推定量は、経済データを用いた実証分析におい
て非常によく用いられる推定量の一つである。多くの場合には結果変数と政策変数を含む
説明変数の間に線形な関係を仮定して政策効果の分析が行われる。この方法は簡便で解釈
も容易であるが、現実には線形でない複雑な関係が多く存在し、分析を行うのに適切でな
い場合も多い。一方で近年の研究においては、結果変数と説明変数の間の関係を定めない
形で分析を行うノンパラメトリックな方法も提案されている。ノンパラメトリックな方法
は結果変数と政策変数を含む説明変数の関係を線形に制限せず定式化の誤りを避けること
ができる意味で非常に優れた推定量であるが、説明変数の数が多い場合などには実際の分
析を行うのに困難を伴う。そこで、本研究においては、線形な関係を仮定したモデルと関
係を仮定せずに分析を行うモデルの両方の良さを取り入れた方法、セミパラメトリックな
方法の開発を行う。また、本研究のもう一つの目的である、節電要請が家計の電力需要に
与える影響の分析に関しては、実験を用いた研究や電力会社の請求書に基づく分析などは
多く存在する。しかし、家計の属性を含む観測データに基づいた研究は稀である。 

 
２． 研究の目的 
本研究の目的は、セミパラメトリックなモデルを用いて差の差に基づく推定量の開発とそ
の推定量を用いて実証分析をおこなうことである。実証分析では 2011 年の東日本大震災後
の節電要請が家計の電力需要に与えた影響を考える。節電要請の効果を推定するにあたっ
ては家計の電力需要を推定することが重要な要素となる。電力需要の決定要因としては、
気温が重要な要素であることが広く知られているが、電力需要と気温の関係は線形でない
複雑な関係となることが過去の研究より明らかとなっている。また、家計の電力需要は、
住居の大きさ、世帯人数、家族構成などの家計に関連する多くの属性に依存するため、多
くの説明変数を含むことになる。そこで、気温を含む一部の変数については関係の形を仮
定せず、他の変数については線形な関係を仮定するセミパラメトリックモデルとして部分
線形モデルを考える。この部分線形モデルは線形なモデルとノンパラメトリックなモデル
両方の性質を持つものである。そして部分線形モデルを用いて差の差に基づく政策評価の
方法を提案する。計量理論分析の応用として、2011 年の東日本大震災後の電力不足の状況
において、家計の多数の属性を考慮に入れて分析を行うことにより、電力要請の節電効果
の測定を行う。 

 
３． 研究の方法 
統計的な厳密さを持った政策評価の手法の開発にあたっては３つの重要なステップが存在
する。一つ目は、まずどのような仮定のもとで政策効果を正しく評価（識別）できるのか
ということを明らかにすることである。二つ目は、政策効果が識別できる状況において、
実際のデータから政策効果を求める（推定）ための手法を提案することである。三つ目は、
データから求められた政策効果の信頼性を検証すること（統計的推測）のための方法を提
供することである。節電要請の電力需要への影響の分析においては、総務省の家計調査を
用いて、多数の家計属性を用いて電力需要のモデル化を行い政策効果の測定を行う。 
 
４． 研究成果 
まず、部分線形モデルを用いた差の差に基づく政策効果の分析のために、どのような仮定
のもとで政策効果を識別することができるのかを明らかにした。それらの仮定は、線形モ
デルを用いた方法やノンパラメトリックな方法などでも仮定される政策実施前と実施後に
おける結果変数と説明変数の関係のある程度の同一性など自然なものであり、実際に広い
範囲への適用が可能である。 
次に、識別のための仮定のもとで、政策効果を推定するための方法を提案した。推定方法
においては、結果変数と説明変数の制限されていない部分の関係をどのように推定するの
かが重要となる。そこで、カーネル法を用いた推定方法とスプラインを用いた推定方法を
提案した。また、政策効果の分析においては説明変数のとりうる範囲（サポート）が政策
に影響を受けるグループ（処置群）と影響を受けないグループ（非処置群）で異なる場合
が多い。このことを考慮に入れずに分析を行うと誤った結論を導く可能性があるため、サ
ポートが異なる場合の対処方法に関しても提案した。カーネル法やスプライン法では、分
析者が選択する必要があるバンド幅やノットの数のようなパラメータが存在するため、パ
ラメータ選択のための客観的な尺度も提案した。 
そして、提案された政策効果の推定量の大標本の性質を導出し、推定された政策効果を検
証するための統計的推測の理論の研究を行った。統計的推測のための方法としては、伝統
的な大標本に基づく理論とともにコンピューターシミュレーションを用いるブートストラ
ップ法に基づく方法も提案した。モンテカルロシミュレーションにより提案された推定量
が小標本において望ましい性質を持っていることが確認された。 
 提案された政策効果の測定方法を用いて 20111 年の東日本大震災後に実施された節電



要請の効果の検証を行った。そこでは当初の目的の通り電力需要と気温の関係においては
関係を制限せず、一方家計の多数の属性に関しては線型性を仮定した部分線形モデルに基
づき分析を行った。明示的な節電幅を用いた節電要請においては、１パーセントの節電要
請目標の増加によりで電力消費を２パーセント削減することにつながったのと結果を得た。 
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